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高レベル放射性廃棄物の処分に関する取組みについて（依頼）（案） 

 

 高レベル放射性廃棄物の処分に関しては、「特定放射性廃棄物の

最終処分に関する法律」に基づく基本方針及び最終処分計画に沿っ

て、関係行政機関や実施主体である原子力発電環境整備機構（ＮＵ

ＭＯ）等により文献調査開始に向けての取組みが行われてきていま

す。しかしながら、文献調査開始に必要な自治体による応募が行わ

れない状況が、依然として続いています。 

 

 平成 20 年９月に当委員会の政策評価部会は、「原子力政策大綱に

示している放射性廃棄物の処理・処分に関する取組の基本的考え方

に関する評価について」と題する報告書をとりまとめ、当委員会は

これを妥当と判断しました。同報告書は、関係行政機関等の取組は

適切とした上で、国民の信頼確保や国民との相互理解活動などの進

め方について留意するべき事項を示しています。 

このうち、高レベル放射性廃棄物の処分の取組みの進め方につい

ては、国に対しては、「（高レベル放射性廃棄物の）処分場の閉鎖

に至るまでの幾つかの段階を進めるためには、各段階においてその

時代の最新の知見等により国が安全の確認を行うように設計されて

いること」や、「処分場の立地は、国民全体に利益をもたらすので、

立地に取り組む地域には利益の衡平の観点から合理的な範囲で、当

該地域の持続可能な発展に資する地域自らが発案する取組に国民が

協力していくこと」について、「国民に対して十分な説明を行う」

こととした上で、「諸決定が公開で行われ、そこで多様な意見が議

論されるように工夫するべきです。また、原子力委員会や関係行政
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機関等は、学会等、第三者的で独立性の高い学術的な機関に対して

意見を求めること等により、国民が信頼できる科学的知見に基づく

情報の提供等が行われることについて検討していくべきです」とし

ています。 

また、ＮＵＭＯに対しては、「安全な処分の実施に係る技術的信

頼性に関する技術報告を取りまとめ、学会等、第三者的で独立性の

高い学術的な機関の評価を得て公表する」べきとしています。 

 

 こうした状況を踏まえ、原子力委員会は、高レベル放射性廃棄物

の処分の取組及びそのことに関する国民との相互理解活動のあり方

に関して、技術的事項のみならず社会科学的な観点を含む幅広い視

点から検討することが重要であることを改めて認識し、関係者に対

してそのような取組みを求めるとともに、自らも、第三者的で独立

性の高い学術的な機関に対して幅広い視点からの意見、見解を、こ

れまで以上に積極的に求めていくこととしました。 

この考え方に基づき検討した結果、上に示した報告書が検討を要

請している点について意見を求める主体として日本学術会議がふさ

わしいと考え、貴会議に対して、高レベル放射性廃棄物の処分の取

組における国民に対する説明や情報提供のあり方についての提言の

とりまとめを依頼することにしました。 

 

つきましては、貴会議におかれまして高レベル放射性廃棄物の処

分に関する取組みについての国民に対する説明や情報提供のあり方

についてよろしくご審議の上、ご意見をくださるよう、お願い申し

上げます。提言には、地層処分施設建設地の選定へ向け、その設置

可能性を調査する地域を全国公募する際、及び応募の検討を開始し

た地域ないし国が調査の申し入れを行った地域に対する説明や情報

提供のあり方、さらにその活動を実施する上での平成 22 年度中にと

りまとめられる予定のＮＵＭＯによる技術報告の役割についての意

見が含まれることを期待しています。 

 

（以上） 


